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８〄二国間関係 

 

（１）政治関係 

 我が国は１９９２年３月に駐カンボジア特命全権大使を任命し、在カンボジ

ア大使館を１７年ぶりに再開。一方、カンボジア側は１９９４年１２月、１９

７５年以来閉鎖していた在京カンボジア大使館を再開。 

 

（２）経済関係 

 （イ）対日貿易（２０１０年、貿易統計）  

 （a）貿易額  

   日本への輸出 約１８２億円  

   日本からの輸出 約１４０億円  

 （b）主要品目  

   日本への輸出  靴、衣類及び付属品 

   日本からの輸出 小型船舶等、車両、機械（縫製用機械等）  

 （ロ）日本企業の活動 

   これまで、ＯＤＡ関係の商社、建設会社、コンサルタント会社が中心で

あったが２００８年４月以降、ヤマハや味の素、ミネベア等の製造業が進

出、マルハン々ジャパン銀行、ＳＢＩ証券等金融関係の企業も展開。２０

１１年には付加価値がある特殊な縫製（着物、肌着、手袋等）業等の進出

も顕著。さらに三菱東京ＵＦＪ、三井住友銀行の２行が２０１２年に駐在

員事務所を開設。主な進出企業は以下のとおり。なお、カンボジア日本商

工会会員は１０２。（うち、正会員企業は８７社。２０１２年３月現在） 

  ●イースタンスチール〆亜鉛鉄板、カラー鋼板加工、製造、販売。９４年

より日本企業出資（住友商事出資２７.５％、ＪＡＩＤＯ２０％、総投資額

約２百万ドル）による操業を開始している。 

  ●スズキモーターズ〆オートバイの組み立て。９９年より、スズキ出資（８

５％、資本金１００万ドル）により操業。 

  ●豊田通商〆自動車の販売々修理（トヨタ自動車の出資４１％）。ヤマハ

オートバイの組み立て、２００７年同社出資による工場が竣工。 
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●Asia Insurance〆自動車保険等の損害保険商品の販売（三井住友火災の

出資） 

  ●三井石油開発〆シェブロン、カルテックスと共同出資により、シアヌー

クビル沖で試掘中。 

  ●三井物産〆石油開発支援物資供給拠点の建設のためのカンボジア石油公

社との合弁設立（２００６年）。   

  ●ＴＩＧＥＲ ＷＩＮＧ〆プノンペンＳＥＺにおいて、日本への輸出用の

靴の製造工場が竣工。 

  ●ヤクモＦ＆Ｂ〆ミネラルウォーター製造販売。 

  ●マルハン々ジャパン銀行〆マルハンが８５％出資の商業銀行（２００８

年） 

  ●ヤマハ〆ヤマハ二輪車の製造々販売（２００８年）。ヤマハ発動機７０％、

豊田通商が２０％出資 

  ●味の素〆２０１０年９月に包装工場が稼働予定。味の素本社が６０％出

資（２００９年） 

  ●ＮＴＴコミュニケーションズ〆インターネット等の回線接続、ＩＴシス

テム構築等。(２０１０年) 

  ●ミネベア〆小型モーター組立。２０１１年１２月より本格稼働予定。 

  ●ＳＢＩ証券〆２０１１年７月の証券市場開設にあたり〃証券等のフルラ

イセンスを取得。 

 

 （ハ）２００７年６月、日カンボジア投資協定が締結された（２００８年７

月３１日に発効）。この協定は、投資の保護規定に加え、投資の自由化規

定を盛り込んだものであり、韓国（０２年）、ベトナム（０３年）との投

資協定や、マレーシア等との経済連携協定（ＥＰＡ）（０５年）の投資章

とほぼ同内容の自由度の高い協定となっている。また、２００９年８月に

第一回を開催した「官民合同会議」は２０１２年の３月に６回目を開催し〃

投資優遇期間が延長される等一定の成果を上げている。今後も我が国から

カンボジアへの投資の促進、投資環境整備の加速化が期待される。 
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（３）経済協力 

 （イ）背景と経緯 

 対カンボジア援助は、戦後復興とポル々ポト時代に失った人材育成と制度整

備の支援という特徴をもってスタートした。従って、我が国は、資金協力によ

る社会経済インフラの復旧々整備と共に、人材育成と制度構築のための技術協

力を中心に、あらゆる分野において、我が国の有する全ての二国間協力スキー

ムを動員するだけでなく、国連機関とのマルチバイ協力、世界銀行やアジア開

発銀行との協調、更にＮＧＯを通じた協力を行ってきている。 

 わが国は、カンボジアに対し、１９６７～７３年度の間に総額約５８億円を

供与した。その後、ポル々ポト政権の発足と内戦のため、二国間援助を停止し

ていたが、情勢の好転を踏まえ、１９９１年度から災害緊急援助や草の根無償

資金協力などを行ない、１９９２年度から一般無償資金協力が実施され本格的

な二国間援助を再開した。９２年から２０１０年まではわが国からカンボジア

への資金協力は、支援総額１０８億米ドルの１８％（１９〄６億米ドル）を占

め、最大のドナーとしてカンボジアの復旧々復興を支援している。 

 

 

出典:CDC：The Cambodia Development Effectiveness Report 2011 
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 （ロ）援助形態 

 ２００６年度から２０１０年度までの対カンボジア援助の年度別々援助形態

別の支援実績をみると、無償資金協力が占める割合は約６２％と高く、技術協

力が約２５％、円借款が約１３％となっている。また、２００５～２０１０年

度の無償資金協力の１０大供与相手国をみると、カンボジアは７位から３位の

間を推移している。 

 

（参考）年度別々援助形態別実績 

年度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2006 年 26.32 65.07 43.65  

2007 年 46.51 68.92 41.75  

2008 年 35.13 53.11 46.10  

2009 年 71.76 106.68  47.42  

2010 年 － 107.52 38.94 

累計 312.91 1,491.96  593.92 

 
出典：政府開発援助（ODA）国別データブック 

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は JICA 経費実績及び各府省庁・

各都道府県等の技術協力経費実績ベースによる。ただし、無償資金協力のうち、国際機関を通じた

贈与（2008 年度実績より、括弧内に全体の内数として記載）については、原則として交換公文ベー

スで集計し、交換公文のない案件に関しては案件承認日又は送金日を基準として集計している。草

の根・人間の安全保障無償資金協力と日本 NGO 連携無償資金協力、草の根文化無償資金協力に関し

ては贈与契約に基づく。 

3．円借款の累計は債務繰延・債務免除を除く。 

4. 2006～2009 年度の技術協力においては、日本全体の技術協力事業の実績であり、2006～2009 年度

の（ ）内は JICA が実施している技術協力事業の実績の累計となっている。 

 

 

（参考）無償資金協力の１０大供与相手国の推移（債務救済分除く） 

 


